
 
 
 
 

平成３０年９月 第３回市議会定例会 

議案等概要 

 

１ 日  程 

（１） 招 集 告 示        ８月 ２４日（金） 

（２） 開 会        ９月  ４日（火） 

２  提出案件 

(１) 報 告          １２件 

  １ 専 決 処 分           ６件 

２ 法人の経営状況           ４件 

  ３ 健全化判断比率等（最終日提出）    ２件 

 (２) 議       案          １６件 

    １ 条      例          ６件 

   ２ 補 正 予 算          ３件 

    ３ 契約・財産の取得          ４件 

   ４ 市 道 の 認 定          １件 

   ５ 区 域 の 変 更          １件 

   ６ 人 事（最終日提出）   １件    

（３） 諮       問           １件 

        １ 人      事（最終日提出）   １件 

     （４） 認       定           ２件 

        １ 決 算（最終日提出）   ２件 

 

計               ３１件 

土 浦 市  
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提 出 案 件 一 覧 

報 告 

【専決処分 ６件】 

 １ 報告第１８号 専決処分の承認について（土浦市介護保険条例の一部改正について） 

 ２ 報告第１９号 専決処分の報告について（和解について） 

３ 報告第２０号 専決処分の報告について（和解について） 

４ 報告第２１号 専決処分の報告について（和解について） 

５ 報告第２２号 専決処分の報告について（和解について） 

６ 報告第２３号 専決処分の報告について（和解について） 

【法人の経営状況 ４件】 

１ 報告第２４号 土浦市土地開発公社の平成２９年度経営状況について 

２ 報告第２５号 一般財団法人土浦市産業文化事業団の平成２９年度経営状況について 

３ 報告第２６号 一般財団法人土浦市農業公社の平成２９年度経営状況について 

４ 報告第２７号 株式会社ラクスマリーナの平成２９年度経営状況について 

【健全化判断比率等 ２件】（最終日提出） 

 １ 報告第２８号 平成２９年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 

 ２ 報告第２９号 平成２９年度決算に基づく資金不足比率の報告について 

  

議 案 

【条例 ６件】  

１ 議案第６５号 土浦市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部改正につい

て 

２ 議案第６６号 土浦市税条例等の一部改正について 

３ 議案第６７号 土浦市手数料条例の一部改正について 

４ 議案第６８号 土浦市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

５ 議案第６９号 土浦市特別用途地区内における建築物の制限等に関する条例の一部改正につい

て 

６ 議案第７０号 土浦市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部改正について 

【補正予算 ３件】 

１ 議案第７１号 平成３０年度土浦市一般会計補正予算（第２回） 

２ 議案第７２号 平成３０年度土浦市介護保険特別会計補正予算（第１回） 

３ 議案第７３号 平成３０年度土浦市水道事業会計補正予算（第１回） 

【契約・財産の取得 ４件】 

１ 議案第７４号 （仮称）土浦市立学校給食センター建築主体工事請負契約の締結について 

２ 議案第７５号 （仮称）土浦市立学校給食センター電気設備工事請負契約の締結について 

３ 議案第７６号 （仮称）土浦市立学校給食センター機械設備工事請負契約の締結について 
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 ４ 議案第７７号 財産の取得について（（仮称）土浦市立学校給食センター厨房機器物品購入） 

【市道の認定 １件】 

１ 議案第７８号 市道の路線の認定について 

【区域の変更 １件】 

１ 議案第７９号 町の区域の変更について 

【人事 １件】（最終日提出） 

１  議案第８０号 土浦市公平委員会委員の選任の同意について 

 

諮 問 

【人事 １件】（最終日提出） 

１  諮問第 １号 人権擁護委員候補者の推薦について 

 

認 定 

【決算 ２件】（最終日提出） 

 １ 認定第 １号 平成２９年度土浦市歳入歳出決算の認定について 

 ２ 認定第 ２号 平成２９年度土浦市水道事業会計決算の認定について 
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平成 30年第 3回市議会定例会 報告 
  

【専決処分 ６件】 

１ 報告第１８号 専決処分の承認について（土浦市介護保険条例の一部改正について）    

 

２ 報告第１９号 専決処分の報告について（和解について） 

道路施設管理に係る物損事故の和解                       

 

３ 報告第２０号 専決処分の報告について（和解について） 

公用車に係る物損事故の和解                          

改 正 の 趣 旨 介護保険法施行令の改正に伴う改正 

改正の主な内容 
● 土浦市介護保険条例の一部改正 

 ○介護保険法施行令の改正に伴う条ズレの改正  

施 行 日 平成 30年 8月 1日 

専 決 処 分 日 平成 30年 7月 31日 

事故発生年月日 平成 30年 4月 26日(木) 午後 8時 30分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市上坂田 1439番 1地先 

相 手 方 
土浦市 

男性      

原 因 ・ 状 況 等  
相手方車両が市道Ⅰ級 10号線を走行中，舗装の剥離に左前輪が接触し，車両

の一部が破損した。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 4,623円（相手方損害額 11,556円×40％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 30年 6月 13日 

事故発生年月日 平成 30年 5月 22日(火) 午後 3時 35分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市卸町一丁目 8番 5地先 

相 手 方 
土浦市 

株式会社       

原 因 ・ 状 況 等  
公用車（公園街路課用務中）が市道卸町一丁目 2号線を走行中，道路側面に設

置してある相手方のネットフェンスに衝突し，フェンスの一部が破損した。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 123,120円（相手方損害額 123,120円×100％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 30年 6月 20日 
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４ 報告第２１号 専決処分の報告について（和解について） 

道路施設管理に係る物損事故の和解                       

 

５ 報告第２２号 専決処分の報告について（和解について） 

消防ポンプ操法大会における物損事故の和解                  

 

  

事故発生年月日 平成 30年 6月 17日(日) 午前 9時 30分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市手野町 1781番 1地先 

相 手 方 
かすみがうら市 

男性 

原 因 ・ 状 況 等  
相手方車両が市道手野 131号線（出島用水路 12号橋）を走行中，橋台に生じ

ていた金属の剥離に接触し，車両の一部が破損した。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 27,392円（相手方損害額 34,240円×80％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 30年 7月 12日 

事故発生年月日 平成 30年 7月 1日(日) 午前 11時 20分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市田中町 2083番 1地先（土浦市消防本部屋外訓練場内） 

相 手 方 
水戸市 

男性 

原 因 ・ 状 況 等  
土浦市消防ポンプ操法大会において，単管パイプで作成した目隠し壁が突風

により移動し，駐車していた相手方車両の一部が破損した。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 141,215円（相手方損害額 141,215円×100％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 30年 8月 6日 
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６ 報告第２３号 専決処分の報告について（和解について） 

体育施設管理に係る物損事故の和解                    

 

  

事故発生年月日 平成 30年 4月 21日(土) 午後 0時 30分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市川口二丁目 4312番 9地内 

相 手 方 

稲敷市 

女性（甲） 

東京都港区 

株式会社（乙） 

神奈川県横浜市 

団体（丙） 

原 因 ・ 状 況 等  

川口運動公園野球場において，乙と丙が硬式野球の試合をしていた際，ファウ

ルボールが観覧席を超え，隣接駐車場に駐車していた甲所有の車両に当たり，

車両の一部が破損した。 

和 解 内 容 

土浦市の損害賠償額 32,873円（相手方損害額 98,615円×1/3） 

相手方乙の損害賠償額 32,871円（相手方損害額 98,615円×1/3） 

相手方丙の損害賠償額 32,871円（相手方損害額 98,615円×1/3） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 30年 8月 8日 
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【法人の経営状況 ４件】               

１ 報告第２４号 土浦市土地開発公社の平成２９年度経営状況について 

２ 報告第２５号 一般財団法人土浦市産業文化事業団の平成２９年度経営状況について 

３ 報告第２６号 一般財団法人土浦市農業公社の平成２９年度経営状況について 

４ 報告第２７号 株式会社ラクスマリーナの平成２９年度経営状況について 

【参考】 経営状況を公表する法人（自治法第 221条第 3項，第 243条の 3第 2項） 

・土地開発公社 

・資本金，基本金の２分の１以上を出資している法人（地方自治法施行令第 152条） 

    ［出資の状況］ 

      土地開発公社   1,000千円 （出資金，出資割合 100％） 

      産業文化事業団   3,000千円 （出捐金， 同    100％） 

      農 業 公 社   50,000千円 （出捐金， 同  83.3％） 

      ラクスマリーナ   30,000千円 （出資金， 同   100％） 

毎事業年度の事業計画及び決算に関する書類（地方自治法施行令第 173条）を提出 

●決算状況                                 （単位：千円） 

法 人 事 業 の 概 要 主 な 決 算 状 況 

土地開発公社 中央一丁目再開発用地土地貸付事業 当期純利益        599 
正味財産期末残高   226,731 

産業文化事業団 水郷体育館，市民会館，亀城プラザなど
の施設の営業 

当期経常増減額      △12 
正味財産期末残高    3,318 

農業公社 農地利用集積円滑化事業と農地中間管
理事業，都市と農村の交流事業，地域特
産農産物の生産振興と販路拡大，施設の
有効活用と地域の活性化 

(一般会計)当期収支   △1,612 
    正味財産期末残高 60,979 
(特別会計)当期収支    1,848 
    正味財産期末残高 31,117 
(法人会計)当期収支       0 
    正味財産期末残高  △12 

ラクスマリーナ マリーナ事業の活性化，市民に親しまれ
るマリーナづくり，遊覧船事業の魅力
化，マリーナ事業の安定化に向けた取組 

当期純利益       4,651 
当期純資産       21,229 
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平成 30年第 3回市議会定例会 議案 
 

【条例 ６件】 

１ 議案第６５号 土浦市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部改正

について                              

 

２ 議案第６６号 土浦市税条例等の一部改正について              

 

 

 

改 正 の 趣 旨 公職選挙法の改正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 選挙運動のためのビラの頒布が市議会議員選挙においても可能となったことに伴

う改正 

 ○ビラ作成が公費負担となる選挙に市議会議員選挙を追加 

（改正前）市長選挙におけるビラの作成費用が公費負担 

             

 （改正後）市議会議員及び市長選挙におけるビラの作成費用が公費負担 

 ○題名の改正 

  「土浦市議会議員及び土浦市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する 

条例」 

施 行 期 日  平成 31年 3月 1日 

改 正 の 趣 旨 地方税法等の改正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 土浦市税条例の一部改正 

＜市民税関係＞ 

①個人市民税の非課税限度額の引上げ 

 ②所得控除・調整控除に所得要件を創設 

 ③大法人（資本金 1億円超等）に対する法人市民税の電子申告の義務付け 

④加熱式たばこに関する規定の整備（課税方式は 5年間で段階的に移行） 

⑤たばこ税の税率の引上げ（平成 30・32・33年で段階的に引上げ）  等 

＜都市計画税関係＞ 

 ⑥法改正に伴い追加された条項に関する読替え規定の追加 

施 行 期 日  
①②平成 33年 1月 1日，③平成 32年 4月 1日， 

④⑤平成 30年 10月 1日～平成 34年 10月 1日，⑥公布の日 
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３ 議案第６７号 土浦市手数料条例の一部改正について     

 

４ 議案第６８号 土浦市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 正 の 趣 旨 証明書交付手数料等の改正 

改正の主な内容 ● 多機能端末機による証明書交付手数料及び住民基本台帳の写しの閲覧手数料の改

正 

○多機能端末機による証明書の交付（コンビニ交付）に係る手数料を窓口交付と 

同額とする。 

（現行）200円 → （改正後）300円 

 ○住民基本台帳の写しの閲覧手数料を 1件当たりの単価設定とする。 

  （現行）5,000円/時間 → （改正後）300円/件 

施 行 期 日  平成 31年 4月 1日 

改 正 の 趣 旨 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（厚労省令）の改正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 基準の一部を緩和するための改正 

○代替保育について，連携施設以外の事業者から確保できるための要件を規定 

 ・連携協力者（小規模保育事業者等）との間で役割分担・責任所在の明確化 

 ・連携協力者（小規模保育事業者等）の本来の業務の遂行に支障が生じないため

の措置 

※代替保育：家庭的保育事業者等の職員の病気，休暇等により保育を提供すること

ができない場合に，当該家庭的保育事業所等に代わって提供する保育 

※連携施設：家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後も満 3歳以上の児童に

対して必要な教育・保育が継続的に提供されるよう連携協力を行う保

育所・幼稚園・認定こども園 

○家庭的保育事業における食事の外部搬入について，一定の条件を満たす事業者か

らの搬入に関する規定の追加 

施 行 期 日  公布の日 
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５ 議案第６９号 土浦市特別用途地区内における建築物の制限等に関する条例の一部改正

について                      

 

６ 議案第７０号 土浦市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部改正に

ついて                 

 

  

改 正 の 趣 旨 建築基準法の改正に伴う改正 

条例の主な内容 ● 中心市街地活性化基本計画の策定に合わせた，特別用途地区内における大規模集

客施設の建築制限の追加 

建築基準法において，ナイトクラブが風俗営業から除外され，劇場・観覧場と同

様の用途に変更（H28.6.23施行） 

     

 

○特別用途地区において大規模集客施設として建築を制限する建築物の用途に 

 「10,000㎡を超えるナイトクラブ」を追加 

施 行 期 日  公布の日 

改 正 の 趣 旨 消防団に地域住民が参加しやすい環境を作るための改正 

改正の主な内容 ● 機能別団員（特定の任務に限り従事する団員）の追加に伴う改正 

○基本団員のみでは地域に必要な団員を確保することが難しい消防団が増加して

いる状況を踏まえ，基本団員と同等の活動ができない人が特定の活動のみに参加

する制度を設けるための規定の追加 

・団員は，基本団員及び機能別団員とする。 

・年報酬の支給対象は，基本団員のみとする。（費用弁償は全団員が対象。） 

 ○文言の改正 

施 行 期 日  平成 31年 4月 1日（文言の改正は公布の日） 

中活基本計画の策定

に合わせて条例改正 
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【補正予算 ３件】 

１ 議案第７１号 平成３０年度土浦市一般会計補正予算（第２回） 

２ 議案第７２号 平成３０年度土浦市介護保険特別会計補正予算（第１回） 

３ 議案第７３号 平成３０年度土浦市水道事業会計補正予算（第１回） 

 

 

 

 

 

☆予算総括表
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

 一般会計 51,096,402 84,645 51,181,047

特別 介護保険（事業勘定） 11,238,934 38,482 11,277,416
会計 水道事業 4,893,923 24,000 4,917,923

 特別会計　計 39,897,870 62,482 39,960,352

90,994,272 147,127 91,141,399

会　計　別

合　　計　（全会計）

一般会計歳入歳出予算
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

県支出金 3,313,532 75,470 3,389,002

繰入金 920,586 1,398 921,984

繰越金 15,303 2,777 18,080

諸収入 1,202,629 5,000 1,207,629

51,096,402 84,645 51,181,047

民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19,209,112 74,270 19,283,382

教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,038,729 10,375 5,049,104

51,096,402 84,645 51,181,047

合　　計

区　　　分

歳 入

合　　計

歳 出

一　般　会　計　　　

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3　民生費 1　社会福祉費 5　老人福祉費 43,470 43,470 0 老人福祉施設開設準備経費助成事業（高齢福祉課） 43,470

30,800 30,800 0 地域密着型老人福祉施設整備推進事業（高齢福祉課） 30,800

9　教育費 6　保健体育費 3　体育施設費 3,300 3,300 川口運動公園野球場整備事業（スポーツ振興課） 3,300

4　国体推進費 7,075 1,200 5,000 875 茨城国体準備事業（国体推進課） 7,075

一般財源 4,175

●介護保険特別会計繰入金　1,398千円
●繰越金　2,777千円

歳出合計

・介護老人保健施設の開設準備に要する経費（人件費，備品購入等）に
対する補助金の増
【歳入】
　地域医療介護総合確保事業費補助金（県支出金）　43,470千円

・特別養護老人ホーム（シルトピア）の施設整備に要する経費に対する
補助金の増
【歳入】
　地域医療介護総合確保事業費補助金（県支出金）　30,800千円

・川口運動公園野球場防球ネット設置工事実施設計委託料の増

・競技会場やその周辺に防犯カメラを設置するため，防犯カメラ購入費
等の増
【歳入】
　街頭防犯カメラ設置促進事業補助金（県支出金）　　1,200千円
　平成30年度国体関連事業費助成金（雑入）　　5,000千円

4,1755,00084,645 075,470

平成３０年度補正予算（平成３０年第３回定例会）　概要

補正予算額 備　　考

（単位：千円）

補正予算の財源内訳
款 目項
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【契約・財産の取得 ４件】                            

 

 

 

１ 議案第７４号 （仮称）土浦市立学校給食センター建築主体工事請負契約の締結につい

て 

 

  

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

38,482 38,482 平成29年度事業の精算に伴う補正（高齢福祉課） 38,482

　・介護給付費準備基金積立金　5,159千円

　・国庫支出金返還金　13,112千円

　・県支出金返還金　10,563千円

　・支払基金交付金返還金　8,250千円

　・一般会計繰出金　1,398千円

【歳入】

　・繰越金　38,482千円

24,000 24,000 配水場整備事業（右籾配水場）（水道課） 24,000

一般財源の内訳 62,482

62,482 0 0 0 62,482  ●繰越金 38,482

 ●過年度留保財源 24,000

歳出合計

平成３０年度補正予算（平成３０年第３回定例会）　概要
特　別　会　計 　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

会　　計　　名 補正予算額

・新右籾配水場が完了し供用を開始したことに伴い，国有財産を無償借地し
ていた旧右籾配水場の敷地を原状回復し返還するための工事費等の増

補正予算の財源内訳
備　　考

水 道 事 業

介 護 保 険

名 称 （仮称）土浦市立学校給食センター建築主体工事請負契約 

工 事 場 所 土浦市藤沢地内 

工 事 内 容 

旧新治庁舎跡地に新設する学校給食センターの建築主体工事 

構造    鉄骨造 

階数    2階 

延床面積  4,901.14㎡ 

建築面積  4,098.95㎡ 

最高高さ  9.970ｍ 

契 約 金 額 1,251,720,000円      

契 約 の 相 手 方 

山本・佐々木特定建設工事共同企業体 

【代表構成員】 

土浦市東崎町 11-5 

株式会社山本工務店 

代表取締役 山本 和男 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

【参考】 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得に関する条例 

      第 2条 予定価格 1億 5,000万円以上の工事又は製造の請負契約 

      第 3条 予定価格 2,000万円以上の不動産又は動産の買入れ，売払い 

(土地については，1件 5,000平方メートル以上) 
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２ 議案第７５号 （仮称）土浦市立学校給食センター電気設備工事請負契約の締結につい

て 

 

３ 議案第７６号 （仮称）土浦市立学校給食センター機械設備工事請負契約の締結につい

て 

 

  

名 称 （仮称）土浦市立学校給食センター電気設備工事請負契約 

工 事 場 所 土浦市藤沢地内 

工 事 内 容 

旧新治庁舎跡地に新設する学校給食センターの電気設備工事 

・受変電設備      ・幹線動力設備 

・電灯コンセント設備  ・発電機設備 

・電話・ＬＡＮ設備   ・放送設備 

・自動火災報知設備  外 

契 約 金 額 453,276,000円      

契 約 の 相 手 方 

栗原・星特定建設工事共同企業体 

【代表構成員】 

土浦市並木１－４－３５ 

栗原電業株式会社 

代表取締役 栗原 宏之 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

名 称 （仮称）土浦市立学校給食センター機械設備工事請負契約 

工 事 場 所 土浦市藤沢地内 

工 事 内 容 

旧新治庁舎跡地に新設する学校給食センターの機械設備工事 

・衛生器具設備     ・屋内・屋外給水設備 

・屋内・屋外排水設備  ・給湯設備 

・厨房排水除害設備   ・空調機器設備     

・換気ダクト設備  外 

契 約 金 額 822,263,400円      

契 約 の 相 手 方 

テクノ菱和・常陽水道特定建設工事共同企業体 

【代表構成員】 

土浦市小松 1-3-33 ハトリビル 2F 

株式会社テクノ菱和 茨城支店 

茨城支店長 横井 新吾 

契 約 の 方 法 一般競争入札 
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４ 議案第７７号 財産の取得について（（仮称）土浦市立学校給食センター厨房機器物品

購入） 

 

  

名 称 （仮称）土浦市立学校給食センター厨房機器物品購入 

契 約 金 額 546,372,000円 

契 約 の 相 手 方  

アイホー共同企業体 

【代表構成員】 

東京都練馬区豊玉南 3-11-3 

 株式会社アイホー 東京支店 

 支店長  戸苅 浩吉 

契 約 の 方 法  随意契約（プロポーザル） 
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【市道の認定等 １件】 

１ 議案第７８号 市道の路線の認定について 

 

1 板谷 65号線 概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 72.88ｍ 

幅員 6.00ｍ 

2 板谷 66号線 概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 89.49ｍ 

幅員 6.00ｍ 

3 板谷 67号線 概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 98.20ｍ 

幅員 6.00ｍ 

4 板谷 68号線 概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 118.86ｍ 

幅員 6.00ｍ 

5 板谷 69号線 概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 156.36ｍ 

幅員 6.00ｍ 

  

板谷６５号線 開発区域

都和小学校

板谷６６号線

板谷６７号線

板谷６８号線
板谷６９号線

位置図 
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【区域の変更 １件】                            

 

 

 

１ 議案第７９号 町の区域の変更について               

 

 

 

6 中 113号線 概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 56.70ｍ 

幅員 6.00ｍ～9.00ｍ 

 

変 更 の 理 由 
土浦駅前北地区市有地有効活用事業用地取得者から要望書の提出があった

ため。 

変 更 内 容  有明町の一部を大和町に変更 

面 積 2,295㎡ 

【参考】 地方自治法 

第 260条 市町村長は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、市町村の区域内の町若しくは字の

区域を新たに画し若しくはこれを廃止し、又は町若しくは字の区域若しくはその名称を変更しよう

とするときは、当該市町村の議会の議決を経て定めなければならない。 

国道６号

県営中アパート

開発区域

中１１３号線

位置図 
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平成 30年第 3回市議会定例会 諮問 
 

平成 30年第 3回市議会定例会最終日追加議案 
 

 

   
 

 

【人事 １件】（最終日：追加議案）                    

１ 議案第８０号 土浦市公平委員会委員の選任の同意について 

 

 

 

 

 

   

 

【人事 １件】（最終日提出）                    

１ 諮問第 １号 人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

任期満了となる委員  佐野 光男  委員 

 

 

   任期満了となる日  平成 30年 12月 31日 

 

 

【参考】 

人権擁護委員の構成等 

 （1）委員数  10名 
 （2）委 嘱  市長が推薦し，法務大臣が委嘱 
 （3）任 期  3年間 
 （4）構 成  8部門（青少年，司法，調定，消費生活，教育，社会教育，更生保護，保健） 

 

 候補者の年齢制限 

法務省において，人権擁護委員活動の活性化を図る観点から，運用基準を定めている。 
   ・新任 ⇒ 68歳以下の者 
   ・再任 ⇒ 75歳未満の者 
   （年令の基準日：市町村長が法務大臣に対して候補者を推薦するとき） 

【参考】 地方公務員法 

第 9条の 2 

２ 委員は，人格が高潔で，地方自治の本旨及び民主的で能率的な事務の処理に理解があり，且つ，

人事行政に関し識見を有する者のうちから，議会の同意を得て，地方公共団体の長が選任する。 

10 委員の任期は，四年とする。但し，補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
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平成 30年第 3回市議会定例会 認定 
 

 

【決算 ２件】(最終日提出) 

１ 認定第１号 平成２９年度土浦市歳入歳出決算の認定について     

 

 

２ 認定第２号 平成２９年度土浦市水道事業会計決算の認定について   

 

 

  

(単位：千円)

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

59,469,710 58,010,161 57,861,286 56,363,797 1,608,424 1,646,364

公用先 647,761 647,761 443,685 443,685 204,076 204,076

駐車場 365,143 365,143 166,075 166,075 199,068 199,068

国民健康保険 18,352,206 17,755,137 18,720,845 18,260,446 ▲ 368,639 ▲ 505,309

後期高齢者医療 1,579,293 1,577,243 1,481,966 1,479,553 97,327 97,690

介護保険 10,419,433 10,380,950 10,021,014 9,914,078 398,419 466,872

下水道 4,814,471 4,768,754 4,955,876 4,943,199 ▲ 141,405 ▲ 174,445

農業集落排水 111,585 111,228 126,997 126,580 ▲ 15,412 ▲ 15,352

駅北再開発 1,579,563 1,571,143 4,853,029 4,816,832 ▲ 3,273,466 ▲ 3,245,689

37,869,455 37,177,359 40,769,487 40,150,448 ▲ 2,900,032 ▲ 2,973,089

97,339,165 95,187,520 98,630,773 96,514,245 ▲ 1,291,608 ▲ 1,326,725

平成２９年度 平成２８年度 増　減
会　計

総　計

一般会計

特
別
会
計

　特別会計　計

(単位：千円)

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

収益的収支 3,503,586 3,309,576 3,513,441 3,263,382 ▲ 9,855 46,194

資本的収支 348,522 1,707,521 319,637 2,276,982 28,885 ▲ 569,461

総　計 3,852,108 5,017,097 3,833,078 5,540,364 19,030 ▲ 523,267

区　分
平成２９年度 平成２８年度 増　減



18 

 

平成 30年第 3回市議会定例会 追加報告 
 

 

 

 

 

 

【健全化判断比率等 ２件】(最終日提出)     

１ 報告第２８号 平成２９年度決算に基づく健全化判断比率の報告について      

根 拠 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条 

内 容                                  （単位：％） 

 H29指数 早期健全化基準 備 考 

実質赤字比率 －   11.84    

連結実質赤字比率 －   16.84    

実質公債費比率 7.5    25.0   H27～H29 3ヵ年平均 

将来負担比率 83.3   350.0    

※比率のいずれかが早期健全化基準超過の場合 ⇒ 財政健全化計画を策定 

※実質赤字比率   ：一般会計＋公用先特別会計 

※連結実質赤字比率 ：水道事業特別会計含む全会計 

※平成 28年度指数：実質公債費比率 6.7，将来負担比率 69.6 

 

２ 報告第２９号 平成２９年度決算に基づく資金不足比率の報告について            

根 拠 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22条 

内 容                                  （単位：％） 

特別会計名 H29指数 経営健全化基準 備 考 

下水道事業 － 20.0  

農業集落排水事業 － 20.0  

土浦駅前北地区市街地再開発事業 － 20.0  

水道事業 － 20.0  

※資金不足比率が経営健全化基準超過の場合 ⇒ 経営健全化計画を策定 

※駐車場事業は，健全化法第 2条，地方財政法第 6条及び同法施行令第 37 条の 

規定により，公営企業とせず，資金不足比率を算定しない。 

※平成 28年度指数：資金不足比率 なし 

 


